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目下都与市薯　「新会計監査詳説」
塩　　原　　一　　郎
　本書は，わが国証券取引法にもとづく公認会計士による，株式会杜の監査制度を中心
とする財務諸表監査についての総合的解説書であり，全18章から成るが，これらを
（1〕財務諸表監査の意義を中心とする監査論上の基礎的諸概念・諸事項についての総論的
都分（第1章～第8章），（2）監査の具体的実施のための理論と方法に関する各論的部分
（第9章～第17章），および（3）監査の結論書たる監査報告書を論じた結論的部分（第18
章）とに大きく区分することができよう。
　本書の特色を列挙すれぱ，①最新の監査理論を大胆に導入したざん新性，②現在，監
査論上議論の存在する間題点をあまさずとり入れた網羅性，③現行実務の解謝こ重点を
おいた実践桂，④諸概念・諸事項を簡潔明侠に規定した的確陸，⑤概念規定・体系等に
みられる独創性，⑥難解た諸概念・諸事項をわかりやすく解説した平明性，⑦本書全体
を通じて校正上の誤りが皆無に近い点にもみられるような激密性等々にあるであろうが，
なかでも，概念論・方法論といった抽象的論議をできるだげ差控え，また諸制度の歴史
的考察や各国との比較制度論的考察を最小限度にとどめて，主としてわが国の公認会計
士による株弐会杜の監査制度を中心に，現在的視点において理論的に現行実務を叙述し
たことが最犬の特色として指摘できよう。また体系上特に注目されるのは。監査証斑・
試査・内部統制の調査に独立の一章をあてて詳論し，また監査手続を財務諸表中心に具
体的に展開した点であり，類書に倒の少液い独創的なものといえ乱
　本蓄は，昭和37年に初版刊行以来，昭和40年の一部改訂を経て現在に至るまでに十数
版を重ねて広く江潮に迎えられ，監査理論に関する入門書・教科書・総合的解説書とし
ての機能を十分に果してきたものであるが，その後，不況による倒産が証券取引所の上
場会栓にまで波及し，巨額の粉飾決算カミ表面化されるにつれて，会計士監査の強化が杜
会的に要講されるに至り，これに応えるべく，監査基準はじめ，関連諸法規・諸規貝顯が
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改正されるとともに，公認会計土制度についての監査法人制度の新設，日本公認会計士
揚会の特殊法人化等一連の翻度的改正が行なわれるなど，外的諸事情に大きな変革があ
ったこと，また，たまたまこの時期に薯者が在外研究員として欧米諸国への留学の機会
をもち，その成果を注入する必要が生じたことによって，本書が大きく書き改められる
に至ったのであり，これによって本書の特色が一層強化充実されることになった。
　以下，本稿において，大巾な改訂が行なわれた章節に重点をおき．特に1，2，3，4，
5，6，7，9，11，18の諸章について注目すべき所論を指摘し，若干の批判的考察をカロ
えることにする。
　第1章　　「総説」。本章は本書の主たる考察対象である財務諸表監査の全貌を明ら
かにL，次章以後におげる論述の足掛りを与えるものであり，次の諸節から構成されて
いる。（1〕会計監査の意義，（2）財務諾表監査の意義と本質，（3〕経理の公開と監査の必要性，
（4）会計上の不正誤謬と監査の必要性，（5）監査の機能一批判的機能と指導的機能，（6濫査
の効果。
　本章の最犬の特色は，不正誤謬間題の重視に求めることができよう。周知のごとく，
近代監査論においては，監査の目的として企業の外都利害関係老の利益の擁護が重視さ
れ，財務諸表に対する意見の表明こそがその第1次的目的であり，不正誤謬の発見防止
は第2次的目的にすぎないとされているが，著者はかかる傾向が決して不正誤謬閥題の
軽視につながるものではないと警告し，近代監査においても依然として不正誤謬問題，
とりわけ経営首脳者によって行なわれる不正は，監査人にとっての重犬関心事たること
を要し，したがって「監査準貝u」の財務諸表項目の監査手続も，かかる不正間題重視の
現われと解する必要があると力説している。この点は著著の監査思考のなかに一貫Lて
流れるものであり，監査証拠論，監査技術論をはじめとして，本書の全体を通じて感得
される重大な主張である。
　第2章　本章は，「監査の種類」を論ずることによって，財務諸表監査の特質を側面
から明瞭ならしめている。ここでは体系上の特色として，「精密監査・貸借対照表監査
・財務諸表監査への分類を指摘しうると思う。これらは監査範囲による分類であると同
時に，監査の歴史的た発展段階を示すものと考えられる。類書の多くは，監査の生成発
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展について一章を設け，これらの監査形態の歴史的位置づげをなすのが通常である。著
者がこれを本章においてとりあげたゆえんは，本書をしてあく童でも会計監査全般につ
いての総合的解説書として能動的に機能させようとした努カの結果であると考える。糖
密監査および貸借対照表監査を単に歴史的発展過程のなかに位置づけることによって，
過去の遺物として放逐することなく，それら先駆的監査形態についても現代的意義を見
出し，現在的視点に立ってそれらの理論と方法を詳述した点，特色あるものといえよう。
　この他「外部監査・内部監査・監査役監査」，「継続監査・定期監査，重たは期中監
査・期末監査」，「一般監査・特殊監査」，「初度監査・連続監査」等々への分類がなさ
れ，それぞれ詳論されているが，とりわげ内部監査の意義づげと領域設定および外部監
査との関係についての所論．ならびに「三様監査の調整間題」への論及は注目すべき見
解と考えられる。
　第3章　本章では，わが国の監査制度の歴史的発展過程が概述されあわせてその
現状が考察されてい乱すなわち，（1）会計士制度と計理士制度，（2）公認会計士制度の確
立，（3〕法定監査の実施，（4）被監査会杜の範囲の拡大という体系のもとに，計理士制度か
ら会計士制度への移行の経緯，法定監査の実施経遇，関連法規の整備過程等が詳述され
ている。かようにここでは特に歴史的推移に焦点をおいた論述が試みられており，現状
を中心とする理論と実務の解明・解説が多く，歴史的事項に関する論述が比較的稀薄な
本書のなかで特異な地位を占めているのではあるが，第4章において監査基準の設定な
らびに改正の経緯がほとんど述べられていない点を考えるとき，本章でこれについて，
もっと詳綱た解説が行なわれてもよかったのではなかろうかとの不満が生じよう。また
会計士制度充実の一環として実現された，特殊法人日本公認会計士協会についても，ヨ
リ詳細な解説があってもよかったのではなかろうか。
　第4章　本章は監査基準が主題である。わが国の監査基準は，昭秘0年4月以降，
大蔵犬臣の諮間と一般杜会の要望に応ずるために，企業会計審議会第3部会において，
本大学の佐藤孝一博士を主査として改正作業が加えられ，同牢9月30日に監査実施準員u
にっいて，41年4月26日に監査基準および監査報告準貝Oについて，それぞれ改正文が公
表され，よそおいも新たに登場したわけであるが，これが本書改訂の主たる要因の一つ
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であることは既述のごとくであり，本章も体系・内容ともに相当程度の改討が施された。
本章は，わが国の監査基準を主たる考察対象としており，（1〕監査基準の意義、（2〕監査基
準設定の理由，（3）監査基準とその周辺，（4濫査基準の構成，（5〕一般茎準，（6〕実施基準お
よび（つ報告基準から成っている。
　本章で注目されなげれぱならない点はいうまでも底く，「監査基準」についての薯者
の理解の仕方にあろ㌔薯老は童ず直接に，監査基準そのものを意義づげ，次の4つの
特質を指摘されている。つまり①職業監査人による財務諸表監査の基準であって，必ず
しも証券取引法にもとづく法定監査にのみその対象が限定されるものではないこと，②
監査基準は，監査人の人的資格，監査事務の質的尺度，およびその達成目標に関する基
準であって，人的基準と手続基準という二面的性格をもつこと，③監査実務のなかに潰
習として発達したものを帰納要約した原貝uであること，および④一般に公正妥当と認め
られた杜会的ルールであり，会計士等の中立の立場にある機関によって承認されること
によって，利害関係者の承認がえられた利害調整の基準であることの四つである。この
ように直接論題をとりあげて単刀直入・卒直明快に薯老の見解を披歴Lて基本的概念を
明かにする態度は，本書の全体を通じて類書にみられない特色をなしている。
　次に，「監査基準の構成」に関する論述が注目される。すなわち，わが国の監査基準
の体系については，つとに佐藤博士も指摘されているように，理論的見地からみてきわ
めて多くの難点を包蔵Lており，今回の改正においても，その抜本的改革が見送られ，
従前の欠陥を踏襲せざるをえなかったのであり，将来に多くの間題を残している。しか
し本章では，かかる理論的見地からする体系間題についての吟味は一応除外され，現基
準そのものに対して考察が加えられ，著老の見解が披渥されてい乱すなわち，各基準
の相互関係を立体的に解説し，一般基準を人的基準と「一般」基準の二つから成るもの
とL，後老を監査業務全般を規制する根本的基準とし，実施基準および報告基準¢上位
基準とされているが，これは，前述の監査基準の特質の②とともに重大な主張点をなし
ている。また基準と準貝吐との関係を，わが国の特殊事情とかみ合わせて位置づげ，同時
に一般基準に対応すべき一般準貝uの存在しない理由にふれている。
　（5）以下ぱ具体的に監査基準の内容にふれているわげであるが，まず（5）においては，一
般基準を体系的に説明し，人的基準と全般的基準という二面的性格の併存を宿摘すると
ともに，正当な注意の基準と秘密保持の基準との主従関係を指摘Lているが，ごれは薯
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着のもつ監査基準の構成に関する理解を反映するものである。さらに人的基準の抽象的
規制内容が公認会計士法・監査証明省令において臭体化されている事情を明かにするこ
とによって第5章への展開遇程が示されているo
　また（6〕および（7〕において，実施基準および報告基準につき一般基準の第3項の具体的
展開としての意義を明かにし，前老については合理的塞礎の基準を中心に，後者につい
ては監査人の意見表明の基準を中心に立体的に位置づけを行なっている。
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　第5章本章でぱ監査の主体たる監査人をめぐる諸問題が論じられている。本書の
特質にかんがみ，特に職業監査人，とりわけ公認会計士について詳説されているが，ま
ず「監蚕人の概念」をその意義・種類・諸外国の事情に照らして明らかにし，監査基準の
規制事項を具体的，かつ詳細に展開して，その資格・監査法人・職業倫理・責任とその
隈界を論じている。「監査人の資格」については，①技能的資格，②人格的資格，③経
済的資格とにその内容を区分して，一般茎準の具体的展開をはかり，特に経済的独立性
については，公認会計土法・監査法人に関する省令・証券取引法・監査証明省令・同取
扱通達等の規制文言を引用しつっきわめて詳細に説明をなしているが，なかでも監査誼
明省令および同取扱通達については，①個人とLての公認会計士の場合と，監査法人の
場合に区分して特別の利害関係をあげ，前着ぱさらに直接的・間接的およびその他の各
剰害関係に，また後者は監査法人自体・関与杜員・補助老・一般杜員およびその他の各
利害関係に区分して，綿密に関係条文を引用しつつ，図解を導入して微に入り細にわた
った解説を行なっている。
　監査人について特筆せ：ねぱならない事項は，いうまでもなく，昭和41年の公認会計士
法改正により新設された監査法人の割度であるが，これは本書を改訂に至らしめた主た
る要因の一つでもあり，独立の一節をさいて議明が加えられている。つまり，「監査法
人の性稿」と題して，公認会計士審査会の答申を援用しつつ，それが設定の魅旨を明ら
かにして，短織的監査たるゆえんを説き，さらにその設立手続，業務内容ならびに運営
方法を，関係条文の指摘，必要書類の雛形等も加えて詳説している。
　以上本章を概観したわけであるが，監査人をめぐる諸問題につき，最近におげる監査
体制強化の一環とLて打ち出された各種の改善策のなかで，特筆されるべき審項として，
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日本公認会計士協会の特殊法人化があげられねぱならたいであろう。その実施が本改訂
版公刊の直前であったこともあってか，本書ではわずかに第3章に付言されているにす
ぎないが，いずれは本章の改かで，監査人の資質の向上，職業意識の高揚等のために果
さねぱならない協会の役割等について詳論されることが期待される。
　第6章　　「監査証拠」。　これまで監査論において証拠論が別個に論ぜられることは
きわめて稀であった。これはおそらく，監査報告論たどと比べて監査証拠の間題が比較
的等閑視されていたことと，監査技術（または監査手続）の客体として監査手続と同時
並行的に論じられる場合が多かったことに理由があると考えられる。かかる情況下にお
いて監査証榔こついて独立の一章が与えられたことは，著老白身指摘されているように
類書に例の少ない本書の一犬特色となっている。類書との相違は，また本書があくまで
も能動的に実践中心の解説書としての機能を果すために，監査の実施との直接的関係が
比較的稀薄な理念的・概念論的事項が意識的に排除されている点に見出される。これは
たとえぱ，監査証拠と法律上の証拠および会計上の証拠との概念的区分等についての論
述の欠如にみられる。
　さて，第1節でぱ，監査証拠の意義づげがなされ，証拠について問題となる「証拠
力」および「適合カ」がとりあげられている。第2節においては，証拠を，機能，形態，
入手場所，および証拠力を中心として，「直接証拠と間接証拠」，「物理的証拠・文書的
証拠・口頭的証麹」，「内部証拠と外部証拠」とに分類L，それぞれについての説明が付
されているが，そもそも証拠についてかかる種別がなされるゆえんは，証拠がその種類
や栓質を異にするに従って，その証拠力と適合力に差異があり，監査人が特に配慮せね
ぱたらないからである。したがって当然に，「内部証拠・外都証拠」の類別が問題とな
るであろうL，同時にこの場合の分類基準がきわめて重要と在ろう。著者が特にこの部
分を詳説したゆえんであり，独自性ある主張に注目すべきであろう。なお本節において
は，r証拠力による分類」としてマウツの所論カミ引用されているが，類書にみられる第
1次的証拠と第2次的証拠との分類がとりあげられていない。これは次章における監査
技術の種類との関係においてやや一貫性を欠くのではあるまいか（マウツの所論の引用
は直ちに当該分類に結びつくとは考えられ榊・）。
　ところで，かように証拠カ・適合力においてその大小・強弱の異なる諸種の監査証拠
は，監査の実施に当ってどのような条件を考慮して入手・評価されるのであろうか。こ
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の間題に解答するためにはr合理的証拠」（必要十分にして入手可能な譲拠）の概念を
明らかにする必要がある。第4節では，監査基準を具体的に展開して，かかる合理的証
拠をめぐる諾間題が詳述されている。なお本章はほぼ旧版通りであり，二三の字句¢訂
正がなされたにすぎたい。
　第一章　「監査技術と監査手続」。本章は六つのセクショソから構成されている。
第5節までは，ほぼ旧版通りで，改訂事項はほとんどないが，第6節は監査実施準貝聰の
大巾な改正を反映して大きく書き改めら幻ている。
　ところで，改正実施準貝uでは監査技術たる用語を用いず，旧実施準貝uでも監査手続の
なかに監査技術を包含し，また類書の多くも両老を区別せずに用いる場合が多いが，本
書ではこれらを概念的に区分する立場がとられ，そイヤー教授の所説および旧実施準則
の定義によって傍証しつつ，それぞれの意義を解明Lている。
　かように概念的に監査手続と区分された監査技術を，求める証拠の種類によって，
「一般監査技術」と「個別監査技術」とに類別し，それぞれについて，その意義，適用
領域，適用上の留意事項，入手される証拠の特徴等を概括的に解説したのが第2節であ
るが，特に両老を相互補完関係において位置づけたことに注目すべきである。またこれ
とは別に，証拠の強弱による「第1次的監査技術」と「第2次的監査技術」との種別も
簡単に論じられているが，これについてぼ前章の監査証拠の分類との関連が暖昧で一貫
性を欠くなど著干の間題があると思われる。
　第3節および第4節は，第2節をうけて，一般監査稜術および個別監査技術を詳説し，
前着を構成する①証愚突合，②帳簿突合，③計算突合，④勘定突合，⑤伝票突合，⑥
閲覧，⑦通査，および後者を溝成する　①実査，②立合，③確認，④質問，⑤勘定分析，
⑥比較，⑦比率分析，⑧調整について，それぞれの意義，若干の特徴点（長短），適用領
域，適剛こ当っての留意事項を中心として詳しい説明が付されている。ここでの問題点
とLては，諸技術の体系がいささか平板であること，各種技術の椙互関係が必ずしも明
らかにされておらず，また適用上の留意事項が必ずしも包括的に説明されていないきら
いがあるなどの諸点を指摘することができよう。
　新実施準則では，監査手続の種類につき，旧準則の「正規の監査手続」がr通常の監
査手続」と改称されたが，これは単なる字句の改正にとどまらず，内容にも影響を及ぽ
す重大改正事項であり，その概念規定をめぐって多くの論議が存在するとごろであるが，
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薯者は第6節において，準員一にそってこれを「財務諸表監査におげる監査の憤行として，
監査人カ樋常実施すべき監査手続をいい，実施可能にして合理的である隈り，みだりに
省略することを許されない重要手続」と定義している。
　他方，通常の監査手続の具体的内容が実施準員uに示されているが，これについては隈
定列挙と解するカ㍉例示列挙と解するかの間題が生ずるところであり，著者は後老を有
力とし，監査証明省令が後考の立場をとるものとの解釈を示している。
　次に通常の監査手続の種類であるが．これは準貝uの定めるところにしたがい，目的お
よび実質的内容により，（1）予備調査の手続，（2）取引記録の監査手続，（3）財務諸表項目の
監査手続に分類してい孔しかし本章ではこれを概観するにとどめ，（1）は第9章に詳述
し，（2）および（3）の具体的展開は第13章ないし17章にゆずられている。準則の体系には多
々批判も存するところであり，本書のこのような体系はきわめて有意義なものといえよ
う。
　さて「予備調査の手続」は，旧準貝聰の「一般的事項の監査手続」に該当する部分であ
り，改正の結果調査事項に大きな変動が生じ，本書でもこの部分についての改訂が加え
られているが，前述のようにその詳細は第9章にゆずられている。
　旧準員uの「取引記帳の監査手続」は，新準貝uにおいて「取引記録の監査手続」と改題
されたが，著者は準則の規制文言に従った定義を示している。このなかで新準貝uの改題
要因たる取引記録の意義が問題となるが，薯老はこれを「会杜の経営活動を正規の簿記
の原貝りにしたがって会計帳簿に記録する行為とその結果作成される会計記録それ自体を
含む」として，改題の趣旨を明示している。また，取引記録の信頼性の程度を確めるた
めには，内部統制組織の実際の有効な運用が童ず問題となるが，これは第10章に詳述き
れている。
　ところで旧準貝蝋，取引記帳の監査を行なうべき勘定として9項目を挙げて，それぞ
れにっいてその範囲ならびに監査手続を示していたが，新準貝uではこれに仮勘定と実質
的支配従属会杜取引を遺カロしたことは周釦の通りである。これらヱ1項目は，商工業を営
む株式会杜につき重要と考えられる項目を選んだものであるカミ，薯老はこれをr主たる
営業活動に重点をおき収益活動を重視した」ことの境れとして特徴づげている。
　たお本書において「取引記録の監査手続」を期中監査として位置づげたことについて
は，後述の「財務諸表項冒の監査手続」を期末監査として位置づけたこととともに若子
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間題があるように思われる。
　さて前述した取引記録の監査の実施により，取引記録の信頼度が把握されたならぱ，
その信頼度に照応して，「期末諸勘定残高の当否を確かめ，さらに財務諸表の表示方法
の妥当性を検討することにより，財務諸表が一般に認められた会計原貝uに継続的に準拠
して作成され，会杜の財政状態および経営成績を適正に表示しているかどうかを確か
め」ねぱならない。これが新準貝聰の規制する「財務諸表婁目の監査手続」であって，旧
準貝」の「勘定残高の監査手続」と「決算記帳の監査手続」を，理論面よりも実務面を考
慮して一本にまとめられたものであり，体系上犬きた改正を加えられた泰項であり，し
たがって本書もこれに伴って大きく書き改められたが，その具体的展開は，前述のよう
に第13章以下に詳論され，ここでは当該監査の実施日の間題ならびに貸借対照表・損益
計算書および財務諸表の表示に関する監査手続への三分類等，基本的事項が概説されて
いるにとどまるo
　最後にrその他の監査手続」についてぱ，その内容ないし範囲が，r通常の監査手続」
につき限定列挙の立場をとるか，例示列挙の立場をとるかによって影響をうげること，
Lかしいずれの立場をとるにもせよ，①補足的手続と②代用的手続とに類別するごとが
でき，さらに前者は，①補正手続，②補助手続および⑧追カ目手続に区分することができ，
当該事情に応じて，これらrその他の監査手続」を選択適用Lて，合理的証拠を入手す
べき旨が詳論されている。
　第9章　　r監査の開始」　本章は，（1〕監査契約の締結，（2）予傭調査，および（3）被監
査会杜の協カ事務の諸節より成るが，ここでは籍に，パイロヅト・テスト，予備調査お
よびその要点についてとりあげることにす㍍
　周知のように，監査実施に先立つ準備段階としては，実行圃からみた場合，パィ胃ヅ
ト・テスト，監査契約の締結，次いで予傭調査という三つの段階がふまれる。理論的に
は監査契約の締結が監査のスタートであるが，その前にある程度の予傭調査が必要であ
り，これを一般にパイロット・テストと呼称Lているのである。しかし監査論において
これをどのように位置づけるかにっいては，予備調査を広義に解して，監査契約締結前
および締結後の予億調査とLて論述するもの，監査計函に関連づけてとりあげるもの，監
登契約の一環とLて論ずるものなどがあって必ずしも見解（ないしはとりあげ方）は一
致Lていない。著者も別著においてその体系化の困難を指摘されていたが，本竃では監
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査契約に関する論述のなかに含める方式がとられている。新監査実施準則においても，
改正作業の途上，これについて多くの論議があった模様であるが，結局，予備調査の問
題と切離して監査契約に関する規制事項に一播し，第一総論の四に特設したが，本書も
これと帰を一にしているわげである。もっとも本章におげるバイロヅト・テストについ
ての論述は，監査契約の締結をめぐる諸問題に焦点が合わされた結果，きわめて簡単に
ふれられるにとどまり．その調査対象，それが主として行なわれるべき場合，監査計園
仮案などについて詳論されるには至っていない。
　とごろで，新監査実施準貝日に規制する予備調査は，監査契約締結後の予備調査を指す
と解されているが，本書においても予備調査として狭義のそれカミ論じられている。一方，
予備調査について，準則は，初度監査の場合と連続監査の場合とを明確に区分して規制
したが，これは著者が指摘するごとく，いずれの場合であるかによって，調査範囲に著
しい相違があり，特に前老においてこれが重要であるからである。ただここでは，本書
における初度監査の概念規定にいささか厳密を欠くうらみがある点を指摘しておかねぽ
なるまい。つまり本書では，初度監査について，単に「当該会杜に対して監査人が勧め
て監査を行う場合」としているが（これは第2章でも同様である），これには，依頼会
杜がはじめて監査を受ける場合と監査人に異動カミあった場合との区別があるのであり，
特に次に述ぺる調査要点の⑦の後段とも関連して，厳密な概念規定が，特に理論的には
要求されよう。
　次に初度監査におげる予備調査の要点として，本書では，①会社の概況の調査，②遇
去の業績の調査，⑧会計組織の調査，④原価計算制度の調査，⑤会計方針の調査⑥内
部統制組織の調査，⑦諸勘定期首繰越高の調査，⑧実質的支配従属会杜の調査が列挙さ
れているが，このうち①ないし⑦は，細部の事項または問題点を別として，おおむね準
員uの規制事項と同一である。⑧は，準則に規制の注い事項であり，日本公認会計士協会
の監査委員会報告第6号にそって導入された部分である。今回の準貝uの改訂における主
要事項として，実質的支配従属会杜の監査に関する規制の導入が指摘されていることは
周知の通りであるが，準則が「取引記録の監査手続」と「財務諸表項目の監査手続」の
項にこれを規制L，r予備調査の手続」の項では入れていたいことが・前記報告書を発
表せしめた契機をなし，実務上きわめて重要な意義を与えるものであり，総合的解説書
として実践的機能の発揮に特色をもっ本書が，これを本章に位置づけたことはきわめて
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大きな特色といえる。しかし本章における当該事項の論述が，「予備調査の手続」に関
連する間題としてよりは，むしろ実質的支配従属会杜そのものの総論的論述の色彩もも
ち，体系的に若予無理があるのではないかと思われる。
　第11章　　「監査計画」。本章は，第4章における論述を具体的に震開して，実施基
準および実施準貝uに規制する監査計函が詳述されており，その体系は，（1）監査計画の概
念，‘2〕監査計画の種類，（3〕監査計函とチェヅクリスト，（4）監査業務の配分から成る。本
章で特筆されねぽならないのは，監査計画をもって，プラソニソグとコ＝■ト回一ルの季
段とした、煮であろう。つまり著老は，監査計画をもって，「各財務諸表項目について実
施すぺき手続・適用範囲・監査要点・所要人員・所要時間をしかるべく配置した業務計
画である」とともに，それによって「補助著を指導監督し，各監査担当者の能率を測定
し，事務の進行状況を把握し，もって監査手続の合理的な実施をはかるための手段であ
る」と規定されているo
　かように監査計画についてコソトロール機能を重視するのは，最近の監査論の一般的
傾向であるが，後述するように，監査計副こは予定的監査計画と前進的監査計画があり，
それぞれがもつプラニ：■グ機能とコソト目一ル機能には相違がある。つまりプラソニソ
グ機能が強調される場合には，多くは予定的監査計画がとりあげられるであろうし，前
進的監査計画は，コソトロール機能を重視するものといえよう。また等しくコソトロー
ル機能といっても，補助老の擦導監督の手段たりうる場合と，その他の場合とでは監査
計画の種類によって相違があり，これら二つの機能と監査計画全般に結びっけたことは，
後にとりあげる査計函の種類ともあわせて若千の間題を残すものと思われる。また同時
に，監査法人割度の新設にとも液う監査計圃上の問題も生ずる筈であり，これにっいて
何等論及されていないことは，本書の特色からLて着干不満をもたざるをえない。
　次に本章では，監査計函の種類として，前進的監査計圃と予定的監査計画が詳論され
ているが，実務的な見地からみてこれで十分であろう。しかし純理論的な見地からすれ
ぱ，監査契約隷結に先立つパイロヅト・テストのための監査計画仮案なども，何等かの
形でとりあげられるべきであろうし，また別の次元からの分類も吟味されるべきであろ
う。もっとも実践的機能を重視する本書の立場からすれぱ，このようなアプローチも是
認されざるをえないであろう。
　ところで，実施基準の一は，おおむね旧基準を踏襲して，監査計函設定に当って考慮
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すぺき要件として，監査手続の適時性と秩序性をあげ，さらに今圃の改正によって新設
された実施準貝］の第一総論の五においては，この他に監査対象の重要性と危険性その他
の議要件を遺加しているが，本書では，これらの他に内都統剰組織の信頼性と監査の経
済性その他をつけ加えて，合理的な監査計画を設定するために考慮すべき諸要件を詳論
している。監査計画の設定に当って考慮すべき事項は，監査人が直面するそれぞれの状
況によってここにあげらカたものだげとは限られないであろうが．ここでは，①適蒔性
の内容は「遼切な蒔期の決定」と「同蒔性」だげでよいのか，②適時性と秩序性は監査
計画設定上，それぞれ密接な相互関係をもっているから，これについて配慮することも
重要なのではないか，および⑧設定の要件の諭述は，監査計画設定のプロセスと関達づ
けて行なわないと，総合的解説書としての本書の機能を低下させることにならないか等
著干の間題点を指摘しておこ5。
1
　第18章　　「監査報告書」。監査報告書は，従来から監査論上の最重要課題として，
特にその本質規定をめぐって多くの論議が行なわれてきており，監査基準の改正作業の
途上においても，議論の調整に最も苦慮されたところであって，佐藤博士の表現を借用
するならぱ，「従来から完全に姪理されていない問題，根本的に意見が真向から対立し
ているようた間題，外見上は一応収まっているかに見えても実質的には必ずしも解決さ
れていない間題，表面上は意見が統一されているように思われていても各自それぞれ恋
意的な解釈としているような間題」が山積みしている領域である。したがって，本書に
おいても，全体系からいえぱ，単に一章が与えられているにすぎない事項ではあるが・
そこに盛り込ま加た諾主張にはさまざまな問題点が凝縮されているのであって，ここで
すべての事項についてふれることはきわめて困難であ私本稿では・特に重要と思われ
るいくつかの主張点をとりあげて吟味することにしよう。なお本章の体系は次の通りで
ある。（1〕監査報告書の意義，（2）監査報告書の種類，（3）短文式報告書，（4）隈定意見報告書，
（5）否定的意見報告書または不遼正意見報告書，（6）意見差控報皆奮，（7）補足的説明事項，
（8）長文武報告書，（9）監査概要書，⑩監査報告書作成上の注意事項。
　監査報告書の本質は，opinion　reportたる点にあるのか，それともinfOrmation
reportたる点にあるのかが久しく論議の対象となってきた。これに対しては，論老によ
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って様々た見解が披灌され，理論的立場から特にoPinion　rePOrtを強調する学者グルー
プの見解と，現実的立場からin土0rmatiOn　rePortを強調する実務家の見解が存在し，
監査報告準貝uの改正に当っても，結局これら二つの見解を調整し，佐藤博士のいわゆる
「中文武報告書」の形式をとらざるをえなかったことは周知の通りである。この点につ
いて薯老は，利害関係老が監査人に期待するものは何であるかを吟味することによって，
opiniOn　reportたる点にその本質を求められている。監査報告書について著老がもつこ
のようた本質観は，監査報告書の意見区分に関する総合的意見の記載の重挽，除外事項
としての未確定の童要事件の強調，意見養控報告書と不適正意見報告書との明確な区別
の強調等となって展開されているわけであるが，ここであえて一言するならぱ，これら
の主張を，補足的説明事項について，information　reportとLての機能を強化させる旨
の主張と対比するとき，若干聞題があるのではなかろうか。
　次に監査概要の記載についてふれてみたい。本書の旧版では，当該事項を旧監査報告
準員uにそって論述していた。しかるに本書では，新監査準則に，r他の監査手続が実施
されたかった場合」について規制がなく，一方監査証明省令にはこれを補正する規定が
設けられているところから，監査証明省令による論述が行なわれている（もっとも省令
の規定それ自体に対しては，「通常の監査手続」についての広義解釈に照らして，「他
の監査手続」にふれることに疑間を提起しているが）。新監査基準に対する批判的見解
は，本書の全体を通じて感得されるところであるが，特に本章では，著著の論理が一貫
して流れており，これは監査報告書をめぐる諸問題について多くの議論が存在するとこ
ろから当然としても，注目すぺき事柄といえよう。
　著着の批判の眼は，監査証明省令に対しても向けられている。従来，監査証明省令に
は，監査概要の記載事項につき，監査基準の準拠性について規定がなく，批判を受けて
いたのが実状であり，著老も旧販において，批判的論述を行なっていたが，本書では，
今回の改正による省令の充実を高く評価しその肯定的泣規定に犠に注意を促してい
る。ただ「監査基準の準拠性」にいう監査基準をいかに解するかについては，種々の見
解があるので，薯考が特に一般基準と実施基準の全体と解する論拠が詳述されて欲しか
ったように思われるo
　ところで，範囲区分に記載されるべき「監査手続」についての監査報告準則および監
査証明省令の規制については、特に，後馳こおげる監査手続の隈定の場合をめぐって，
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これが範囲区分および意見区分との結びつき，つまり手続の制隈に関する除外事項と，
財務諸表に対する意見との関係について多様な論議が行なわれていることは周知のごと
くであるが，著者は，これについてきわめて注目すべき所説を詳細に展開されている。
すなわち，重要でない項目に関する季続の省略，および「通常の監査手続」を実施した
だけで合理的証拠を入手しえたため「その他の監査手続」を行なう必要がなく，これを
省略したとき（これば省令取扱通達を根鉤としている）は，除外事項となら淀いことを
明らかにし，重要項目についての通常の監査手続の省略（実施可能かつ合理的でない等
の理由による）については，別表のように意見区分との関係を明示し，限定意見，意見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差控，否定的意見となる場合に
通　重　　　代
鴬　要　　　用
の　項　　　的
肇目　　手且　　　　　続手　非
続重の　要
省　項
略　目
範囲区分
十分な証拠の入手
不当な処理の発見　　眼定意見又は否定的意見
証拠不十分 限定意見又は意見差控
　　　　　　　　鉦限定意見（範囲区分）
｛意見区分）
ついては，ケースごとにこれを
詳論してい肌監査手続の省略
に関する記載が，旧報告準則の
意見区分から，新準貝りの範囲区
分へ移行されるについては，改
正作業の途上においても問題となり，また従来から議論の多いところでもあり，本書で
は旧版に対して先に引用した図表や，ケースごとの解説を加えるなど，問題の所在に対
する著者の意識がいかに高いかを如実に示すものであって，混乱した議論の整理に大き
く貢献するものといえよう。
　次に指摘されるべき事項は，不適正意見報告書と意見差控報告書との明確た区分につ
いてである。旧監査報告準則では意見差控報告書を広義に解し不適正意見の場合と，
重要な監査手続の省略等によって事実上意見を述ぺられない場合（狭義意見差控），つ
童り適正意見を表明しえたい場合とを包括し多数の論者からその欠陥を指摘され，ま
た両者を明確に区分する監査証明省令との不一致が問題とされてししたことは周知の通り
である。この問題に対Lては，著者も従来から批判的な立場をとり，旧版では，不当な
会計処理などに関する隈定事項は，監査範囲の隈定事項とは異なり，会杜の案務に対す
る会計士の異議の申立または反対意見の表明である。したがって，この種の限定事要が
きわめて重要であるため意見を差控えることは，「養控」の名における否定的意見の表
明であって，これを無意見というまったく異質のケースと複合させることは重犬な矛盾
を内包する旨を指摘Lていた。
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　一方，新監査報告準貝uでは，旧監査報告準員一のもつ上述のごとき欠陥を改めるべく，
否定的意見報告書と意見差控報告書とを明確に区別して，三の目と四にそれぞれ規制し
たが，著老はこれを高く評価し，いち早くこれにそった改訂を施し，旧版に比べて一層
スッキリLた体系をつくり，特に監査報告書を，総合的意見が記載されているか否かに
よって分類する新しい試みを導入してい挑　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　なお閻題とされねばならない点は，すでに監査概要の記載に関して着干ふれたが，除
外事項についての著者の見解である。著老は，除外畜項として，①監査範囲の制隈また
は重要な監査手続の省略，②会計原則に反する処理，③会計処理または表示方法の変更，
④財務諸表表示の不妥当性，⑤未確定の重要事件の五つの場合を提示しているが，この
うち①ないし④は，監査証明省令および監査報告準貝uに定められている。未確定の重要
事件をつけ加えたことは本書の特色であり，特にinformation　reportとしての機能の
充実を強調する著老の見解を反映するものであって，意見差控報告書が作成されるべき
事例に関する所論とともに注目されるべきであろう。
　除外事項については，④の会計処理または表示方法の変更に関して重犬な主張が試み
られている。つまり，新監査報告準則では，三H第一項第二号に「会杜が前年度と同一
の会計処理の原貝u及び手続を適用しているかどうか」とあり，会計処理の変更が行なわ
れた場合は，理由のいかんを問わず監査報告書で指摘せねぱならず，また同第二項では，
「前各号の記載に関して重要な除外事項があると認めた」場合にはこれを明示すべきこ
とが要求されている。したがって準則の規制からすれぱ，正当な理由による変更が「重
要な除外事項」に含まれるかどうかが問題となる。薯着は，除外事項を議明事項と厳密
に区別して解釈する立場をとり，除外事項を「適正な処理または表示に対する除外例に
つき監査人が異議を唱え，あるいは条件をつけるもの」と考えられるので，正当な理由
による変更は，財務諸表の適正性に関する除外事項でばなく，補足的議明事項とされ
る。したがって著老の見解に立麟する場合には，会計処理などの変更につき・その正当
性の有無に関する吟味が重要課題であり，相当の紙数を費してこれが詳論されている。
　監査基準をはじめとする一連の監査関係諸法令・諸規定の改正，公認会計土法の改正
による監査法人制度の新設，日本公認会計士協会の特殊法人化等の措置によって，わが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　I83
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国監査欄度の改善が着々とその歩を進めつつあることには何人も異論はなかろう。しか
しこれだけで監査制度の改善が達せられるものではない。現に，監査基準改正の麺旨も
必ずしも徹底しておらず，その意図もあまり生かされていないといわれる。公認会計士
協会の特殊法人化によって協会の統襯力は強化され，職業意識を高めるための倫理綱領
を定めるなど，その窺織固めは着実に進められている。しかし協会の内容は，AICPA
などと比べて必ずしも充分な成果をあげているとはいえない。監査法人制度についても，
昨年度までは未だ一杜も設立されていない。すべてが今後の課題とされている。その他，
著者も別稿で指摘されているように，監査報告書の株主総会提出，犬蔵省の有価証券屈
出書および同報告書の審査体制の強化，公認会計士試験制度の改善，連結財務諸表謁度
の採用など，一連の捨置が早期に実現されねぱならない。監査体割の強化充実が今目程
強く叫ぱれたことはかつてなかった。かかる爵期にあって，著着がその豊富な知議と清
熱を傾けて執筆された本書は，将来公認会計士たらんと志す人々はもとより，監査制度
を支えるべき役割を担うすべての関係者によって熟読玩味されるべき貴童な文献であ
る。本稿では，細都について若干の批評をあえて試みたが，本書が果すべき総合的解説
書という大所高所の立場から省みるとき，そのどれもが，とるに足らたい枝葉末節の事
柄に終止するものである。本書が監査論の今後の発展に嵜与することを信じてやまな
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
　　　　　　　　　　　　（中央経済杜・昭和41年11月刊・本文367頁・1，100円）
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